
県総合評価調書

【評価の基準】
　　　（１）多様化・高度化する県民ニーズや社会経済情勢等の変化への的確な対応
　　　（２）厳しい財政状況を踏まえた簡素で効率的な事業展開
　　　（３）県の財政的、人的関与の適正化による主体的・機動的な団体運営
　　　（４）役職員体制の適正化による自律的かつ効率的な組織運営
　　　（５）積極的な情報提供の推進による団体に対する県民の理解と信頼の促進

１．評価結果（個別観点）

評　価

評価の目安

２．総合評価
課題の内容等

総合コメント

　平成１６年度に住宅供給公社と部分統
合するなど、組織運営の見直しに着手し
ているが、統合の効果を検証し、類似す
る業務部門においては機構内でのさらな
る合理化を図る必要がある。さらに、県と
しても他の外郭団体も含めて、組織の合
理化に向けた検討を行う必要がある。

　平成１０年度から退職者不補充、また平
成１６年度には住宅供給公社との部分統
合により組織のスリム化を図ったが、それ
以上に事業量が減少し組織の見直しが
必要になっている。当面、類似する業務
部門についてはさらなる統合を検討し、引
き続き効率的な組織運営を図っていく。

組織運営の見直
し

団体の経営評価
報告書における
総合評価につい
て

評価内容

　県の公共事業が大幅に減少傾向にあることから、公社の事業実績縮小、さらには経営状況の悪化が懸念される。この
ような状況の中、平成16年度には島根県住宅供給公社との部分統合を行い、「しまね土地住宅機構」として発足したとこ
ろであるが、引き続き公社のあり方、業務のあり方について抜本的に検討し、今後の方向性を定める必要がある。また、
今後数年間は大量退職が見込まれるが、公社の職員規模については、今後の業務のあり方や事業計画を十分に検証
し、決定する必要がある。なお、公社が長期保有している土地については、計画的に売却され、公社経営に影響を与え
ないよう、関係機関との十分な協議が必要であることから、長期保有地の解消を柱とした「土地開発公社の経営の健全
化に関する計画」を平成１８年度に策定したところである。
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C財務内容

県の財政的関与
について

今後の方向性

　県議会行革特別委員会などからの指摘を受けて、平成16年7月に住宅供給公社との
管理部門の統合及び、土地造成事業部門の縮小を施した。併せて、役員についても住
宅供給公社との併任として効率化を図っている。今後も「しまね土地住宅機構」内部で
組織の効率化に努めることはもちろん、県としても他団体も含めて組織の合理化に向け
た検討を行う必要がある。

　受託した事業は全て適正に実施しているが、公共事業を取り巻く環境が厳しさを増す
中、事業実績は大幅に減少する傾向にあり、より一層適切な組織運営に努める必要が
ある。

　県の事業を補完することが団体の設立目的であることから、用地取
得事業に対する貸付金や委託料など、自ずと県の財政的関与は高い
ものとなっている。

評価コメント

A:良好である　B:ほぼ良好である　Ｃ：やや課題がある　D:課題が多い　

　剰余金により当面の経営には支障をきたしていないものの、公共事業の減少による事
業量の減少に加え、職員の高年齢化による人件費の増嵩により収支が悪化している。こ
のため、引き続き退職者の不補充、住宅供給公社とのさらなる統合等によるコスト縮減
を図り、収支の改善に努める必要がある。

観　点

　公共用地の先行取得を行うという社会
的意義は依然存在するものの、公共事業
を取り巻く環境の厳しさは続いており、事
業量は今後も減少すると予想されることか
ら、業務のあり方・方向性について早急に
検討し、将来計画を策定する必要があ
る。

　公共事業実施のための用地先行取得は事
業費の縮減傾向の中でも必要であり、その意
味において公社の存在意義は十分にあるの
で、今後の公社の適正な規模については、県
の中期財政改革方針に基づく公共事業枠の
削減状況も踏まえ、関係機関と協議し速やか
に将来計画を念頭に５ヶ年計画を策定した
い。

公社業務の方向
性

団体のあり方

組織運営

事業実績

県の人的関与に
ついて

　地域の秩序ある整備を図るために必要な公有地となるべき土地等の取得及び造成そ
の他の管理等を行うため、公有地の拡大の推進に関する法律に基づき県が出資・設立
した団体である。
　平成16年度には、住宅供給公社と管理部門の統合を実施するなどの見直しを行って
いるが、公共事業の減少が続く中で、更に業務のあり方、方向性についても早急な検討
が必要となっている。

　県関与低減の観点から平成16年7月に役員構成を見直し、今後の
事業展開を考慮したうえで、民間・市町村から役員を採用した。
　なお、用地取得事業等、県からの依頼に基づく事業が大半を占める
ことから、県職員が役員に就任しているが、その関与は最小限に留め
ている。
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